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　データで見る男女共同参画の現状

鳥取県の人口と世帯

（１）人口

令和２年の国勢調査によると、本県の人口は５５３，４０７人で平成２７年に比べ２０，０３４人減少し

ている。男女別に見ると、女性が２８８，９７５人、男性が２６４，４３２人で、女性が男性より２４，５４３人

多い。

図（１）－１ 人口の推移

令和２年の本県の年齢区分別人口は、男女ともに老年人口が増加しており、年少人口（０歳～１４歳）、

生産年齢人口（１５歳～６４歳）はともに減少し続けている。

図（１）－２ 年齢３区分別人口の推移
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資料：総務省「国勢調査」（令和２年）

資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
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（２）世帯

令和２年の国勢調査によると、本県の一般世帯数は平成２７年に比べ２，８２５世帯増加しているが、

１世帯当たり人員は０．１３人減少し２．４４人となり、世帯規模の縮小は続いている。

図（２）－１ 一般世帯数、１世帯当たり人員の推移
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（注）一般世帯：住居と生計を共にしている人の集まり、一戸建て・間借り・下宿・会社独身寮などに居住している単身者で、施設等の世帯は除く。

令和２年の本県の一般世帯の家族類型は、平成２７年と比べ「夫婦と子供から成る世帯」の割合は

０．５％減少しているが、「男親と子どもから成る世帯」、「単独世帯」の割合はともに増加している。

図（２）－２ 一般世帯の家族類型別世帯数の推移

（注）その他の親族世帯：2人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある世帯員のいる世帯。

非親族世帯：2人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世帯。

家族類型不詳を除く数値のため100％にならないものもあります。 資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
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（３）人口動態

令和５年の本県の合計特殊出生率は、前年より０．１６ポイント低下し１．４４％であったが、全国を上

回って推移している。

図（３）－１ 人口動態の推移（「合計特殊出生率」全国との比較）
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（注）「合計特殊出生率」は、15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性がその年齢別出生率で、一生の間

に生むとした時の子どもの数に相当する。

資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年）

令和５年の本県の出生率は前年より０．９ポイント低下し６．１‰であった。死亡率については０．７ポイ

ント上昇し１５．６‰であった。

図（３）－２ 人口動態の推移（「出生・死亡」全国との比較）
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（注）「出生率」、「死亡率」は人口千対。 資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年）
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令和５年の本県の婚姻率は前年より０．３ポイント低下し３．４‰であった。離婚率は０．０５ポイント上

昇し、１．４７‰であった。

図（３）－３ 人口動態の推移（「婚姻・離婚」全国との比較）
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（注）「婚姻率」、「離婚率」は人口千対。

【婚姻率】

令和２年の本県の年齢階級別未婚率は、２５～２９歳の女性は０．１ポイント上昇し、３０～３４歳の女性

は０．３ポイント上昇したが、３５～３９歳の女性と男性においては低下した。

図（３）－４ 年齢階級別未婚率
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資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
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テーマA：誰もが活躍できる環境づくり

「鳥取県性にかかわりなく誰もが共同参画できる社会づくり計画」基本テーマ

【重点目標１】働く場における女性の活躍推進

図Ａ－１ 女性の働き方についての考え

令和６年の意識調査によると、女性の働き方について、男女ともに「結婚や出産にかかわらず仕事を

続けるのがよい」と答えた人の割合が最も高く、「仕事は持たないのがよい」が最も低くなっている。

令和６年の意識調査によると、女性が結婚・出産・育児・介護によって退職せずに働き続けるために

必要なことについて、女性では「パートナーの理解や家事・育児等への参加」と答えた割合が最も多く、

男性では「子育て支援サービスの充実」と答えた割合が最も多くなっている。

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

図Ａ－２ 女性が働き続けるために必要なこと

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）
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仕事と家庭の両立に配慮しながら誰もが働きやすい職場環境づくりに積極的に取り組む「鳥取県男

女共同参画推進企業」に認定された企業等は１，０３１社（令和６年３月３１日現在）であり、令和５年度

の認定数は６２社であった。業種別では建設業に加え、サービス業、製造業などにも広がっている。

また、男女共同参画推進企業のうちイクボス・ファミボス宣言企業の数は、８５８社となり前年より

７１社増加した。

図Ａ－３ 「鳥取県男女共同参画推進企業」の認定状況
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令和６年の意識調査によると、「職場における男女平等感」について、女性も男性も５割近くが「男

性が優遇されている」と感じているが、「平等」と感じる割合は前回に比べて増加している。

図Ａ－４ 職場における男女平等感

※イクボス・ファミボスとは長時間労働の削減、柔軟な働き方の推進などの働き方改革を通じて、部下の仕事と家庭の両立を

応援し、自らもワーク・ライフ・バランスを実践する経営者、管理職を言う。
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資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

資料：鳥取県女性応援課調べ

（注）小数点以下第二位を四捨

五入しているため、合計は

100％にならない場合がある。
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令和２年の本県の女性の労働力率は、３０歳代を底とするなだらかなＭ字カーブを描いており、

カーブの底における労働力率は全国と比べて高いものの、結婚・出産・子育て期に就業を中断する

様子がうかがえる。
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資料：総務省「国勢調査」（令和２年）

図Ａ－６ 女性の年齢階級別労働力率の経年変化

図Ａ－５ 年齢階級別労働力率

（注）労働力率＝１５歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める労働力人口の割合。
資料：総務省「国勢調査」（令和２年）

（注）労働力率＝１５歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める労働力人口の割合。
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（注）小数点以下第二位を四捨五入してあるため、
　　　合計が100％に一致しないことがある。

正規職員
49.8%パート

29.9%

アルバイト
4.7%

派遣社員
1.6%

契約社員・嘱託
7.9%

役員
3.3%

その他
2.8%

【女性】

正規職員
71.7%

パート
4.9%

アルバイト
5.4%

派遣社員
1.2%

契約社員・嘱託
7.0%

役員
8.1%

その他
1.6%

【男性】

令和２年の本県の男性就業率は６３．３％、女性就業率は５０．４％で、平成２７年と比べると男性は

３．１ポイント低下し、女性は０．５ポイント低下したが、男女の就業率格差は縮まっている。

図Ａ－７ 男女別就業率の推移
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昭和60年 平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 令和2年

（％）
共働き率（県） 共働き率（全国）

図Ａ－８ 夫婦とも就業者である世帯の推移

資料：総務省「国勢調査」（令和２年）

資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
（注）夫婦とも就業者世帯割合＝夫婦世帯数に占める夫妻ともに就業世帯数の割合。

令和４年の雇用形態別雇用者数は、平成２９年と比べて女性の正規職員が増加した。また、雇用者に

占めるパート、契約社員・嘱託の割合は、男性に比べ女性の方が高くなっている。

図Ａ－９ 雇用形態別雇用者数の推移

資料：総務省「就業構造基本調査」（令和４年）
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令和５年の本県の一般労働者一人当たり月間所定内給与額は、前年と比べ男女とも減少した。男性

を１００とすると女性は７９．０となり、前年と比べ格差は１．１ポイント拡大した。

図Ａ－１０ 一般労働者の月間所定内給与額

206.9 211.0 
220.7 221.0 214.4 222.3 226.2 229.8 222.7

262.3
273.5 277.2 277.1 277.8 283.2

271.3

287.0
282.0

78.9 
77.1 

79.6 79.8 

77.2 
78.5

83.4

80.1
79.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

50

100

150

200

250

300

350

平成27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

男＝100

（千円） 女性 男性 格差

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和５年）

（注）一般労働者：短時間（パートタイム）労働者以外の労働者。

所定内給与額：決まって支給する現金給与額のうち、超過労働給与額を差し引いた額。

現金
給与額
（千円）

所定内
給与額
（千円）

女性 42.2 9.9 166 5 220.0 206.9 465.0 33,520

男性 43.4 12.6 171 12 287.6 262.3 618.4 51,590

女性 42.6 10.8 166 6 222.4 211.0 507.0 34,700

男性 42.9 12.3 169 13 299.5 273.5 685.5 54,320

女性 42.3 10.9 165 7 233.5 220.7 551.1 36,890

男性 43.4 12.9 167 14 304.6 277.2 728.9 53,870

女性 42.1 10.7 164 7 235.9 221.0 517.4 40,110

男性 44.0 13.0 167 12 301.8 277.1 702.8 52,570

女性 42.9 10.7 162 6 227.2 214.4 491.5 39,930

男性 43.4 13.2 166 11 301.8 277.8 721.2 56,610

女性 43.7 10.6 164 5 231.3 222.3 535.4 46,180

男性 43.5 12.3 168 9 303.7 283.2 868.3 65,220

女性 42.8 10.3 164 5 236.2 226.2 488.5 50,510

男性 44.0 12.9 167 11 294.3 271.3 649.8 64,820

女性 43.5 10.4 163 6 242.8 229.8 502.1 44,150

男性 45.2 13.2 167 12 311.7 287.0 710.5 64,860

女性 44.0 10.7 164 5 233.6 222.7 479.6 43,430

男性 45.3 13.1 167 10 303.8 282.0 663.5 64,910

3年

4年

5年

平成27年

28年

29年

30年

令和元年

2年

きまって支給する

区分 性別
年齢
（歳）

所定内
実労働
時間数
（時）

超過
実労働
時間数
（時）

年間賞予
その他特別
給与額
（千円）

労働者数
（人）

勤続年数
（年）
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令和５年の本県の短時間労働者数は、前年と比べ男性・女性とも増加した。また、１時間当たりの所

定内給与額は男性は１，３１２円、女性は１，１２１円となり、男女ともに前年を上回った。

図Ａ－１１ 短時間（パートタイム）労働者数、時間所定内給与額

21,290
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9,310 10,670 9,220 9,450 9,770 8,930 10,210 8,420 13,080
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0
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25,000

30,000

平成27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

労働者数（女性） 労働者数（男性）

１時間当たり所定内給与額（女性） １時間当たり所定内給与額（男性）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和５年）

（円）（人）

（注）令和元年調査までは１時間当たり賃金が著しく高い一部の職種の労働者について集計対象から除いていたが、令和２年調査より短時間労

働者全体を集計対象に含む調査方法へ変更した。なお、平成２７年から令和元年までの数値も令和２年調査と同じ調査方法で集計したもの。

区分 性別
年齢
（歳）

勤続年数
（年）

実労働
日数（日）

1日当たり
所定内実労
働時間数
（時）

1時間当た
り所定内給
与額（円）

年間賞予そ
の他特別給
与額
（千円）

労働者数
（人）

女性 47.6 6.3 18.6 5.3 944 37.4 21,290

男性 43.2 4.6 15.7 5.2 1,175 30.4 9,310

女性 46.0 5.7 17.7 5.3 930 25.2 26,150

男性 46.4 5.1 17.3 5.0 1,043 23.9 10,670

女性 47.7 5.9 17.7 5.2 991 22.5 24,340

男性 48.5 6.1 14.9 5.1 1,365 16.1 9,220

女性 49.8 7.2 18.1 5.4 996 34.3 26,440

男性 44.8 5.9 16.9 5.3 1,152 46.9 9,450

女性 48.5 6.9 17.0 5.4 1,052 45.7 27,450

男性 43.8 5.2 15.0 5.2 1,287 50.5 9,770

女性 49.5 7.0 17.2 5.1 1,068 33.5 27,790

男性 45.4 4.7 14.6 5.0 1,490 24.7 8,930

女性 49.9 7.7 17.2 5.3 1,244 55.4 27,070

男性 51.1 5.9 14.7 5.0 1,813 19.9 10,210

女性 50.0 8.3 16.7 5.2 1,069 47.0 25,500

男性 47.8 6.5 14.2 5.1 1,106 35.2 8,420

女性 47.0 7.2 16.3 5.2 1,121 42.3 27,380

男性 46.1 5.8 14.1 5.2 1,312 51.6 13,080
5年

平成27年

28年

29年

30年

令和元年

4年

2年

3年
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令和２年の本県の就業者は、男女ともに第１次産業の割合が減少した。第２次産業では、男女ともに

増加している。

図Ａ－１２ 産業大分類別就業者数
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77.1
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【女性】
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5.6

3.2

2.9
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平成22年

平成27年

令和2年

【男性】

（注）第１次産業：農業、林業、漁業 第２次産業：鉱業、建設業、製造業。

第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業をはじめ各種サービス業を含む１４項目。
資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
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【女性】

雇用者 事業主 家族従業者

令和２年の本県の就業者の従業上の地位をみると、男女ともに平成２７年と比べて雇用者の割合

が増加し、家族従業者、事業主は男女ともに減少した。

図Ａ－１３ 従業上の地位別就業者数の推移
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【男性】

（注）家族従業者：農家や個人商店などで、農作業や店の仕事などを手伝っている家族。

事業主：家庭内職者を含む、雇用者：役員を含む。 資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
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令和５年の農業委員に占める女性の割合は１６．0％である。女性認定農業者数は６３人となり、前年

より９人増加した。

図Ａ－１４ 農業委員に占める女性の割合 図Ａ－１５ 女性認定農業者数の推移
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令和５年の家族経営協定締結農家数は４３１組で、前年より２２組増加した。

図Ａ－１６ 家族経営協定締結農家数
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資料：鳥取県経営支援課調べ
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資料：鳥取県経営支援課調べ

（注）平成28年度から選挙・選任性から公募制へと移行。

資料：鳥取県経営支援課調べ
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未

【重点目標２】地域・社会活動における女性の活躍推進

令和５年の本県の議会における女性議員の割合は、県議会で１４．７％、市町村議会で１４．９％と

なっている。

図Ａ－１７ 議会議員における女性割合の推移
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（％） 鳥取県 議員 県内市町村 議員 全国県議 全国市区町村議

図Ａ－１８ 審議会等委員における女性割合の推移

（注）各年12月31日時点。
資料：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」（令和５年）
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50.0
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【市町村】
県内市町村 全国市区町村

（％）

（注）調査時点は原則各年４月１日時点であるが、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。

県は目標設定の対象である審議会等（※）における数値。

県内市町村、全国市区町村は地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等（広域で設置された審議会等を含む）の数値。

※各都道府県（市町村含む）で女性の登用目標が設定されており、 その目標の対象である審議会等を言う。

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査報告書」（令和６年）

令和６年の本県の審議会等委員における女性の割合は、県が44．3％、市町村は３４．７％となって

いる。県においては平成１５年以降４０％を上回って推移している。
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（％） 鳥取県 全国

令和６年の本県の自治体管理職（課長相当職以上）における女性の割合は、県が２５．３％、市町村は

２８．４％となり、県、市町村ともに全国１位となっている。

図Ａ－１９ 自治体管理職における女性割合の推移
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令和５年の本県の教員の男女比率はほぼ同率であるが、うち校長に占める女性割合は２１．８％、

副校長及び教頭に占める女性割合は３２．３％と低くなっている。特に中学校・高等学校において女性

割合が低くなっている。

（注）調査時点は原則各年４月１日時点であるが、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。

本庁には警察本部、教育委員会を含むが、教育関係機関の教育職は対象外。

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査報告書」（令和６年）
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全 体
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教員に占める女性割合

資料：文部科学省「学校基本調査」（令和５年）

図Ａ－２０ 教員における女性割合
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令和６年の本県の自治会長における女性割合は４．４％で、前年より０．１ポイント低下した。
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5.2 5.4
5.7 5.9 6.1 6.3

6.8
7.2 7.3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

平成28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年 6年

（％） 鳥取県 全国

（注）調査時点は原則各年７月１日時点であるが、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査報告書」（令和６年）

令和５年の本県の消防団員は前年より２８８人減少し、４，３８３人であった。そのうち、女性団員は

１４０人で、団員における女性割合は前年と同じ３．２％であった。

5,127 5,081 4,979 4,902 4,865 4,837 4,732 4,671 4,383 

3.1 

3.4 3.5 3.5 
3.3 

3.2 
3.3

3.2 3.2

0.0
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1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4200
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4600
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4800

4900

5000

5100

5200

平成27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

団員総数 女性割合 （％）（人）

資料：鳥取県「消防防災年報」

令和２年以降は鳥取県消防防災課調べ（各年４月１日時点）

図Ａ－２２ 消防団員における女性割合

図Ａ－２１ 自治会長における女性割合
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テーマB：安全・安心に暮らせる社会づくり

【重点目標３】生涯を通じた健康支援

令和５年の本県の周産期死亡率は２．８‰で、前年より０．４ポイント低下したが、乳児死亡率は１．８ポ

イント上昇し、３．１‰であった。

図Ｂ－１ 母子保健関係指標の推移

5.2 

2.5 
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3.4 
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2.8 
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0.5 
0.8 0.8 0.9 

0
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5

6

平成28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

（‰） 周産期死亡率 乳児死亡率 新生児死亡率

（注）「周産期死亡率」は、（妊娠満22週以後の死産数＋早期（生後1週未満）新生児死亡数）／年間出生数+妊娠満22週以後の死産数×1000

「乳児（生後1年未満）死亡率・新生児（生後4週未満）死亡率」は、年間の死亡数／年間の出生数×1000

資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年）

令和５年の本県の人工妊娠中絶件数は６０７件で、前年より１０件減少したが、人工妊娠中絶実施率

（総実施率・２０歳未満実施率）は上昇した。

図Ｂ－２ 人工妊娠中絶件数の推移
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8.5 
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平成28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

件数 総実施率 実施率(20歳未満) （‰）（件）

（注）「人工妊娠中絶総実施率」は、人工妊娠中絶件数（50歳以上除く）/15歳以上50歳未満女子人口×1000

「20歳未満の人工妊娠中絶実施率」は、人工妊娠中絶件数（15歳未満含む）/15歳以上20未満の女子人口×1000

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」（令和５年）
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令和５年のエイズ患者・感染者情報によると、本県の保健所におけるＨＩＶ抗体検査数は３３２件で、前

年に比べ１２１件増加した。相談受付件数は前年に比べ１５件減少し３３件であった。

図Ｂ－３ 保健所におけるＨＩＶ抗体検査・相談受付件数の推移

603

524 527

640

295

213 211

332

30 47 54 70
26 30 48 33
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200

400
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平成28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

（件） 抗体検査 相談受付

資料：厚生労働省「エイズ発生動向年報」（令和５年）

令和５年の本県における死亡原因順位の第１位はがんである。総死亡数に占めるがんの割合は男性は

２７．９％、女性は１８．１％であった。そのうち、乳がん、子宮がんといった女性特有のがんによる割合は

１５．３％を占めている。

図Ｂ－４ 死亡原因の内訳

資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年）

（注）大腸がん：結腸、直腸S状結腸移行部及び直腸の悪性新生物。

肺がん：気管、気管支及び肺の悪性新生物。

肝臓がん：肝及び肝内胆管の悪性新生物。

胆のうがん：胆のう及びその他の胆道の悪性新生物。

がん, 

1,119人, 

27.9%

心疾患, 

505人, 

12.6%

老衰, 

291人, 

7.3%

脳血管疾患, 

302人, 

7.5%

肺炎, 

169人, 

4.2%

その他, 

1,627人, 

40.5%

【男性】

老衰, 

872人, 

20.4%

がん, 

776人,

18.1％

心疾患, 

627人,

14.7％
脳血管疾患, 

351人,

8.2％

肺炎, 

112人,

2.6％

その他, 

1,539人,

36.0％

【女性】

大腸がん
15.7%

膵臓がん
12.4%

肺がん
11.5%

胃がん
10.4%

乳がん
8.9%

胆のうがん
5.9%

肝臓がん
5.7%

悪性リンパ腫
4.8%

子宮がん
4.1%

卵巣がん
2.3%

その他
18.3%

【女性のがん内訳】

（注）小数点以下第二位を四捨五入

しているため、合計は100％に

ならないことがある。
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【重点目標４】誰もが安心して暮らせる環境整備

令和４年の本県のがん検診受診率は、全国の受診率を上回っているものの、胃がん・肺がん・大腸がん

の検診受診率は前年に比べ低下した。

図Ｂ－５ がん検診受診率の推移

平成29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

胃がん 20.3 20.5 20.1 19.0 17.8 17.7

肺がん 11.6 11.5 11.1 9.8 10.2 9.8

大腸がん 13.1 12.7 12.6 11.0 11.4 11.0

子宮頸がん 22.1 22.5 22.8 22.4 22.0 22.1

乳がん 23.8 24.2 23.9 22.2 21.2 22.1

5

10

15

20

25

30

（％）

令和４年 全国受診率

○胃がん ６．９％

○肺がん ６．０％

○大腸がん ６．９％

○子宮頸がん １５．８％

○乳がん １６．２％

注：「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8閣議決定）及び「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき、がん検診の受診率

の算定対象年齢を40歳から69歳（「胃がん」は50歳から69歳、「子宮頸がん」は20歳から69歳）までとした。

資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」（令和４年）

4,223

12.1%

984,822

14.2%

6,028

17.2%

959,496

13.8%

5,820

16.6%

1,446,043

20.8%

6,287

17.9%

1,160,409

16.7%

4,659

13.3%

920,075

13.2%

4,643

13.3%

886,183

12.8%

3,371

9.6%

587,349

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鳥取県（人）

全国（人）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

図Ｂ－６ ６５歳以上の要介護等認定者数 要介護

（要支援）

認定者

35,031人

19.6%
それ以外

143,255人

80.4%

第１号被保険者（65歳以上）

に占める認定者の割合

・鳥取県：19.６％

・全 国：1９.４％

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告調査」（令和４年）

令和４年の調査によると、県内の６５歳以上で要介護（要支援）の認定者は３５，０３１人となり、第１号

被保険者（６５歳以上）に占める認定者の１９．６％となっている。また、認定者を介護状態区分別に見る

と軽度（要支援１～要介護２）の認定者は２２，３５８人で全体の６３．８％を占めている。
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都道府県等の
教育委員会

国、地方
公共団体等

一般
民間企業

法定
雇用率

～H29年
度 2.0% 2.3% 2.2%

専業主区分

H30
年度～ 2.2% 2.5% 2.4%

R3年
3月～ 2.3% 2.6% 2.5%

R6年
4月～ 2.5% 2.8% 2.7%

R8年
7月～ 2.7% 3.0% 2.9%

令和５年の調査では、本県の一般民間企業における障がい者の雇用率は２．４７％で、前年より０．０８％

上昇した。また、県機関においても近年上昇を続けている。

図Ｂ－７ 障がい者雇用率の推移

※法定雇用率：平成３０年４月１日改正

令和 ３年３月１日改正

令和 ６年４月１日改正

資料：厚生労働省「障害者雇用状況調査」（令和５年）

図Ｂ－８ 性的マイノリティへの認知と理解

令和２年の調査結果では「性的マイノリティが自分の周りにいないと思う」という問に対し、「そう思う」

「どちらかといえばそうと思う」と回答した割合は３５．４％、「どちらかといえばそう思わない」「そう思わ

ない」が３４．８％であった。また、「身近な人から告白（カミングアウト）された際に共感や支援の意思を伝

えられる」かについては５３．３％が「できる」「どちらかといえばできる」と回答した。

資料：鳥取県「人権意識調査」（令和２年）

18.1%

256

19.6%

277

17.3%

244

33.7%

477

8.7%

123

10.5%

148

26.1%

369

5.7%

80

29.0%

410

27.2%

384

0.8%

12

3.4%

48

性的マイノリティが社会的話題になっているが

自分の周りにいないと思う

身近な人から性的マイノリティと告白された時、

共感や支援の意思を伝えられる

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない わからない 無回答

（注）調査対象：鳥取県内在住の16歳以上の者。回収率：47.4％（1,414/2,984（人））

（注）「鳥取県知事部局及びその他の機関」の数値は知事部局、病院局、警察本部の数値を合算したもの。

また、鳥取県企業局に勤務する職員を鳥取県知事部局に勤務する職員とみなすものとする特例認定を厚生労働大臣より受けたものを含む。

調査時点は各年６月１日時点。
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鳥取県知事部局及びその他の機関

鳥取県教育委員会

（％）
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令和５年の調査では、就業状態が臨時・パートである割合が母子世帯で２８．０％、寡婦世帯で３２．３％

である一方、父子世帯の７８．１％が正規の職員・従業員であった。また、年間総収入が２００万円未満の世

帯の割合は、母子世帯で１０．０％、父子世帯で６．４％、寡婦世帯では５．３％となっている。

図Ｂ－９ ひとり親世帯の就業状況
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28.0 
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12.9 
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0
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0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

寡婦世帯

父子世帯

母子世帯

正規の職員・従業員 臨時・パート 契約・派遣・準社員 自営業 家族従業者 その他 無効等

0

5.1

5.1

5.3

1.3

5.0 

11.8

7.7

10.9

5.3

12.8

10.5

17.1

29.5

16.3

60.5

43.6

52.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

寡婦世帯

父子世帯

母子世帯

100万円未満 100万円以上200万円未満 200万円以上300万円未満 300万円以上400万円未満 400万円以上 無効等

図Ｂ－１０ ひとり親世帯の年間収入

21.2

77.8

73.6

13.5

9.7

14.0

0

6.9 

7.5 

65.4

5.6

4.9

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

寡婦世帯

父子世帯

母子世帯

本人の父母 本人の兄弟姉妹 本人の祖父母 その他 無効等

図Ｂ－１１ ひとり親世帯の世帯構成

資料：鳥取県「ひとり親家庭等実態調査」（令和５年）

（注）複数回答のものや、小数点以下第二位を四捨五入してあることから、合計が100％に一致しないことがある。
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【重点目標5】あらゆる暴力の根絶

31.7 %

22.2 %

9.5 %

3.2 %3.2 %
3.2 %

1.6 %

1.6 %

1.6 %

44.4 %

友人・知人 家族や親戚

警察 警察以外の公的機関

民間の専門機関 医療関係者

学校関係者 その他

※複数回答のため、

回答率は100％にならない。

令和６年の意識調査によると、配偶者や交際相手からのＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）について、

女性の２０人に１人、男性の５５人に１人がこの５年の間にＤＶ被害を経験している。また、この５年の間

に被害を受けた人の５割がどこにも相談していない。

図Ｂ－１２ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の被害経験

2.7%

2.1%

9.5%

75.2%

10.5%

【女性】 この1年の間に被害を受けた

この2～5年の間に被害を受けた

過去に被害を受けたことがある

経験したことはない

無回答

28.1%

25.0%

9.4%

3.1%3.1%
3.1%

53.1%

友人・知人

家族・親戚

民間の専門機関（弁護士・シェルターなど）

市町村相談窓口（男女共同参画センターなど）

学校関係者

その他

どこ（だれ）にも相談しなかった

1.3%

0.5%

3.6%

80.8%

13.8%

【男性】

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

令和６年の意識調査によると、性暴力（同意のない・対等でない・強要された性的行為）を受けたこと

があると回答した人のうち、約４割以上がどこ（だれ）にも相談しなかったと答えている。

図Ｂ－１３ 性暴力の被害経験

3.2 % 2.5 %

2.2 % 1.3 %

0.7 %

13.4 %

79.7 %

身体的接触を伴う性暴力 言葉による性暴力

視覚による性暴力 性交を伴う性暴力

情報ツールを用いた性暴力 無回答

被害にあったことは無い

全体 n=918

女性 n=525

男性 n=390

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

（注）DV（ドメスティック・バイオレンス）：一般的には「配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった人から加えられる暴力」のこと。

殴る・蹴るといった身体的暴力だけでなく、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力なども含まれる。

※複数回答のため、

回答率は100％にならない。

性暴力被害の主な相談先（複数回答あり）

全体 n=918

女性 n=525

男性 n=390

DV被害の主な相談先

（複数回答あり）
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526 516 564 585 609 537 633 873
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図Ｂ－１５ ＤＶ相談件数、一時保護数の推移

（注）DV相談件数：女性相談支援センター（旧婦人相談所）、配偶者暴力相談支援センター及び女性相談支援員（旧婦人相談員）設置市において

取扱った件数。「生活の本拠を共にする交際相手」からの暴力も含み、R2～暴力被害を含むものはDVを主訴とし計上。また、R2のみ特定

定額給付金に関する申請や証明に関する問い合わせを含む。

一時保護件数：当該年度に婦人相談所が「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づき、一時保護した件数（前年

度からの繰越件数を含む。）

令和５年の男女共同参画センター（よりん彩）における男性相談件数は８７３件で、総相談件数の３０.０％

を占めている。

図Ｂ－１６ 男女共同参画センターにおける男性相談の推移

資料：鳥取県男女共同参画センター（よりん彩）調べ

令和５年に本県で発生した性犯罪の認知件数のうち、不同意性交等は5件、不同意わいせつは２２件であ

り、いずれも減少した。
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資料：鳥取県警察本部「犯罪統計書」（令和５年）

令和５年の本県の福祉相談センター等で受けたＤＶ相談件数は、前年より８８件増加し、９３０件であっ

た。また、ＤＶを主訴とする一時保護数は前年より６件増加し、１６件であった。

（件） （件）

（注）改正刑法により、強制性交等の罪名、構成要件等が改められたことに伴い、

「強制性交等」を「不同意性交等」に変更した。

資料：鳥取県家庭支援課調べ

図Ｂ－１４ 性犯罪の認知件数（被害者の性別）
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内

【重点目標６】男女共同参画の理解促進と未来の人材育成

テーマC：男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

令和６年の意識調査によると、「男性は外で働き、女性は家庭を守る」という考え方については、前

回調査より反対する人の割合が上昇している。また家庭生活における役割分担については、「地域活

動」を除き大半を女性が担っている。

図Ｃ－１ 「男性は外で働き女性は家庭を守る」という考え方について

図Ｃ－２ 家庭生活における役割分担について
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【女性】

ほとんど自分 どちらかといえば自分
配偶者（パートナー）と分担 どちらかといえば配偶者（パートナー）
ほとんど配偶者（パートナー） 他の家族
該当活動なし 無回答

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

女性 n=367

男性 n=292
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令和５年の本県の子ども会役員における男性の割合は５３．８％となり、前年と比べ１．５ポイント減

少した。

図Ｃ－４ 子ども会役員における男性の割合

22.9% 26.3% 25.9% 23.8% 24.3% 25.6% 55.3% 53.8%
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（注）各年4月1日時点。令和３年までは役員（「会長」・「副会長」）の数値、令和４年からは役員のうち、

「副会長」を除いた数値。（但し子ども会連合会の副会長は含む） 資料：鳥取県女性応援課調べ
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平成26年

【男性】

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）

図Ｃ－３ 社会通念・慣習などにおける男女平等感

（注）小数点以下第二位を四捨五入してあるため、合計が100％に一致しないことがある。

令和６年の意識調査によると、社会通念・慣習などにおける男女平等意識について、７割以上の人が

男性が優遇されていると感じている。
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令和３年の本県の男女有業者の週平均生活時間のうち、二次活動時間の家事関連は男性が４５分で

平成２８年に比べ１２分増加し、女性は２０分減少し２時間５２分となった。

図Ｃ－５ 男女有業者の週平均生活時間

（注）有業者：15歳以上で普段の状態として収入を目的とした仕事を続けている人で、家族従事者、育児休業等で一時的に休業している人、 おおむね

年30日以上仕事をしている人を含む。（総平均時間の合計：１，４３９分）

生活時間：一次活動（睡眠、食事など生理的に必要な活動） 二次活動（仕事、学業、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動）

三次活動（一次、二次活動以外で各人の自由時間における活動）
資料：総務省「社会生活基本調査」（令和３年）
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図Ｃ－６ 男性が女性とともに家事等に参加していくために必要なこと

令和３年の本県の男女有業者の週平均生活時間のうち、二次活動時間の家事関連は男性が４５分で

平成２８年に比べ１２分増加し、女性は２０分減少し２時間５２分となった。

令和６年の意識調査によると、男性が女性とともに家事等に参加していくために必要なことについて、

「コニュニケーションをはかる」ことが最も高く、次いで「男性の抵抗感をなくす」、「上司や周囲の理解」

の順となっており、男女とも同様の傾向となった。
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全体

男性
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コミュニケーションをはかる 男性の抵抗感をなくす 上司や周囲の理解

社会的評価を高める 労働時間短縮や休暇制度、テレワーク 当事者の考え方を尊重

啓発や情報提供、相談窓口、研修 仲間づくりを進める 女性の抵抗感をなくす

その他 必要なことはない 無回答

資料：鳥取県「男女共同参画意識調査」（令和６年）※複数回答のため100％にならない。

全体 ｎ＝918

女性 ｎ=525

男性 ｎ=390
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